
　

第13期定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

連 結 計 算 書 類 の 連 結 注 記 表
計 算 書 類 の 個 別 注 記 表

（2018年１月１日から2018年12月31日まで）

上記の事項につきましては、法令及び当社定款第15条に基づ
き、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト
（https://ir.po-holdings.co.jp/ja/Stock/Meeting.html）に
掲載することにより株主の皆様に提供しております。

株式会社ポーラ・オルビスホールディングス
（証券コード：4927）
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連結注記表
　
（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
１．連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社数 35社

主要な連結子会社の名称
株式会社ポーラ
オルビス株式会社
ポーラ化成工業株式会社
株式会社ピーオーリアルエステート
その他31社
（除外 2社）
当連結会計年度において、Elvaa International Group Limitedは当社連結子会社であるJurlique
Hong Kong Limitedとの合併により消滅したため、また、株式会社オルラーヌジャポンは清算手続きが
完了したため、連結の範囲から除外しております。

（2）非連結子会社数
該当する会社はありません。

２．持分法の適用に関する事項
（1）持分法を適用した関連会社数

該当する会社はありません。
（2）持分法を適用しない非連結子会社の名称及び理由

該当する会社はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
①有価証券
満期保有目的の債券………………償却原価法

（定額法）
その他有価証券
時価のあるもの…………………決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法
により算定しております。）

時価のないもの…………………移動平均法による原価法
なお、投資事業有限責任組合等への出資持分（金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみなされる
もの）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分
相当額を純額で取り込む方法によっております。
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②デリバティブ 時価法
③たな卸資産
商品、製品、仕掛品及び原材料は、主として月別移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収
益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しており、貯蔵品については、主として最終仕入原価
法を採用しております。

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く）
当社及び国内連結子会社
定率法
ただし、1998年４月以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月以降に取得した建
物附属設備及び構築物については定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次の通りであります。
建物及び構築物……………10年～50年
機械装置及び運搬具………７年～15年

なお、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、３年均等償却によっておりま
す。
在外連結子会社
所在地国の会計基準の規定に基づく定額法

②無形固定資産（リース資産を除く）
定額法
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法を採
用しております。
③リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（3）重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金
売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、当社及び国内連結子会社は、一般債権については貸倒実績
率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して
おります。また、在外連結子会社は、主として特定の債権について回収不能見込額を計上しております。
②賞与引当金
従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。
③役員賞与引当金
役員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。
④返品調整引当金
たな卸資産の返品による損失に備えるため、過去の実績等を基礎とした損失見込額を計上しております。
⑤ポイント引当金
ポイント制度における将来の値引及び記念品費用の支出に備えるため、将来発生見込額に基づき計上して
おります。
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⑥事業整理損失引当金
事業の終了に伴う損失に備えるため、損失見込額を計上しております。
⑦環境対策引当金
ＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニル）廃棄物の処理に備えるため、その処理費用見込額を計上しております。

（4）退職給付に係る会計処理の方法
①退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について
は、給付算定式基準によっております。
②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）
による定額法により按分した額を費用処理することとしております。また、数理計算上の差異は、各連結
会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年～14年）による定額法によ
り按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。

（5）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して
おります。
なお、在外子会社等の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中
平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含
めております。

（6）のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、20年間の定額法により償却を行っております。

（7）その他連結計算書類の作成のための重要な事項
①消費税及び地方消費税の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
②連結納税制度の適用
連結納税制度を適用しております。
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（連結貸借対照表に関する注記）
１．有形固定資産の減価償却累計額 62,502百万円
２．保証債務
　

被保証者 保証金額 保証債務の内容
従業員 15百万円 住宅資金の借入金等

　
（連結損益計算書に関する注記）
１. 減損損失

当社グループは以下の資産又は資産グループについて減損損失を計上しております。
当連結会計年度（自 2018年１月１日 至 2018年12月31日）
(1) 減損損失を認識した資産グループ及び金額

場 所 用 途 種 類 減損損失
（百万円）

日本 店舗及び事務所
建物及び構築物、リース資産、
その他有形固定資産、その他無
形固定資産、その他投資その他
の資産

110

オーストラリア、シンガ
ポール、タイ、韓国 他 店舗 建物及び構築物 375

オーストラリア 工場及び事業用資産
建物及び構築物、機械装置及び
車両運搬具、リース資産、その
他有形固定資産、のれん、商標
権、その他無形固定資産

10,880

日本 医薬品事業事務所 その他有形固定資産、その他無
形固定資産 60

計 11,426

(2) 減損損失を認識するに至った経緯
店舗及び事務所については、継続的に営業損失を計上しており、かつ、将来キャッシュ・フローの見積

り総額が各資産の帳簿価額を下回る資産グループについて、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減
少額を減損損失として計上しております。
工場及び事業用資産については、Jurliqueグループの業績が当初計画から乖離している状況を受け、国

際会計基準に基づき減損テストを実施した結果、回収可能価額まで減額し、日本基準に基づく既償却額を
控除した額を減損損失として計上しております。

(3) 資産のグルーピングの方法
店舗及び事務所については、主として継続的に収支の把握を行っている事業部門を基礎とし、店舗及び

事務所ごとにグルーピングしております。
工場及び事業用資産については会社単位でグルーピングしております。
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(4) 回収可能価額の算定方式
将来キャッシュ・フローを基にした使用価値により測定しております。
なお、工場及び事業用資産の割引率は9.53～10.78％としております。その他の使用価値については、

将来キャッシュ・フローが見込めないためゼロと評価しております。

２. 事業整理損
2018年11月26日に当社取締役会にて決議しました株式会社ポーラファルマの株式譲渡に伴う損失見込額
等であります。

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 229,136,156株

２．配当に関する事項
（1）配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円） 基 準 日 効力発生日

2018年３月27日
定時株主総会 普通株式 9,953 45.00 2017年12月31日 2018年３月28日
2018年７月30日
取締役会 普通株式 7,741 35.00 2018年６月30日 2018年９月７日

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
2019年３月26日開催予定の定時株主総会において、普通株式の配当に関して次の議案を付議いたします。

配当金の総額 9,953百万円
１株当たり配当額 45.00円
基準日 2018年12月31日
効力発生日 2019年３月27日
配当の原資 資本剰余金

（3）当連結会計年度の末日における当社が発行している新株予約権の目的となる株式の数
普通株式 280,520株
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（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短中期で低リスクの金融商品に限定し、また、資金調達については
銀行借入、社債等の資本市場からの調達による方針であります。デリバティブ取引は、主に外貨建て債権
に係る為替変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行わない方針であります。

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、
当社グループの与信管理規定に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の
信用状況を定期的に確認しております。
有価証券及び投資有価証券は、満期保有目的の債券をはじめとした安全性の高い金融資産でありますが、
一部市場価格の変動リスクに晒されております。当該リスクにつきましては、四半期ごとに時価等を把握
する管理体制を取っております。
営業債務である支払手形、買掛金及び未払金は、１年以内の支払期日であります。
有利子負債のうち、リース債務は主に設備投資に係る資金調達であります。
また、営業債務や有利子負債は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、月次に資金繰
計画を作成するなどの方法により管理しております。
デリバティブ取引については、外貨建て債権にかかる為替相場の変動リスクを回避するため、先物為替予
約取引を行っております。当該取引の執行、管理については、取引権限を定めた社内規定に従って行って
おり、信用リスクを軽減するために、信用度の高い金融機関とのみ取引を行っております。

（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が
含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用
することにより、当該価額が変動することもあります。

２．金融商品の時価等に関する事項
2018年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通りでありま
す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは次表には含まれておりません。（（注）２．
をご参照ください。）

（単位：百万円）
　

連結貸借対照表計上額 時価 差額
（1）現金及び預金 77,332 77,332 －
（2）受取手形及び売掛金（※１） 25,888 25,888 －
（3）有価証券及び投資有価証券
満期保有目的の債券 45,196 44,486 △709

資産計 148,417 147,708 △709
（1）支払手形及び買掛金 5,519 5,519 －
（2）未払金 15,249 15,249 －
負債計 20,769 20,769 －
デリバティブ取引（※２） （7） （7） －

　

（※１）受取手形及び売掛金に対して計上している貸倒引当金を控除しております。
（※２）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる
　 項目については、（ ）で表示しております。
　
（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
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資 産
（1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお
ります。

（3）有価証券及び投資有価証券
これらの時価について、債券は取引金融機関から提示された価格によっております。なお、短期間で
決済されるものは、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

負 債
（1）支払手形及び買掛金、（2）未払金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお
ります。

デリバティブ取引
デリバティブ取引の時価については、取引金融機関から提示された価格によっております。

（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

非上場株式 134
投資事業有限責任組合等出資金 4
合計 138

　

これらについては、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積るには過大なコストを要すると
見込まれます。したがって、時価を把握することが極めて困難と認められるものであるため、「（3）有価証券
及び投資有価証券」には含めておりません。
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（賃貸等不動産に関する注記）
当社グループでは、東京都その他の地域において、賃貸オフィスビル及び賃貸マンションを有しております。
2018年12月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は1,069百万円（賃貸収益は売上高及び営業外収
益に、賃貸費用は売上原価、販売費及び一般管理費及び営業外費用に計上）であります。
賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額及び当連結会計年度における主な変動並びに連結決算日における時価
及び該当時価の算定方法は以下の通りであります。

（単位：百万円）
　

連結貸借対照表計上額 連結決算日における時価当期首残高 当期増減額 当期末残高
16,915 1,473 18,388 54,985

　

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額でありま
す。

２．主な変動
増加は、賃貸オフィスビル及び土地の取得 1,789百万円
　 賃貸オフィスビルのリニューアル 210百万円
減少は、賃貸オフィスビル及び賃貸マンション等の減価償却費 653百万円

３．時価の算定方法
主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額によっております。そ
の他の物件については、土地は適切に市場価格を反映していると考えられる指標を用いて調整した金額
により、建物等の償却性資産は連結貸借対照表計上額をもって時価としております。

　
（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 851円78銭
２．１株当たり当期純利益 37円93銭

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。
　

（その他の注記）
記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
　
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．資産の評価基準及び評価方法
有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的債券………………償却原価法

（定額法）
子会社株式及び関連会社株式…移動平均法による原価法
その他有価証券
時価のあるもの………………決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法
により算定）

時価のないもの………………移動平均法による原価法
なお、投資事業有限責任組合等への出資持分（金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみなされる
もの）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分
相当額を純額で取り込む方法によっております。

　
２．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法
ただし、1998年４月以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月以降に取得した建物
附属設備及び構築物については定額法を採用しております。また取得価額が10万円以上20万円未満の資産
については、３年均等償却によっております。
建物…………………………８年～50年
車両運搬具…………………６年
工具、器具及び備品………２年～10年

（2）無形固定資産（リース資産を除く）
定額法
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用し
ております。

　
３．引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

（2）賞与引当金
従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

（3）役員賞与引当金
役員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。
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（4）退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、計
上しております。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、
給付算定式基準によっております。
なお、過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法
により費用処理をしております。
また、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法によ
り按分した額をそれぞれ発生年度の翌事業年度から費用処理することとしております。

（5）関係会社事業損失引当金
関係会社の事業の譲渡等に伴う損失に備えるため、損失見込額を計上しております。

４．重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま
す。

　
５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
（1）退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は連結計算
書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

（2）消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

（3）連結納税制度の適用
連結納税制度を適用しております。
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（貸借対照表に関する注記）
１．有形固定資産の減価償却累計額 158百万円
２．保証債務

従業員（金融機関等からの住宅資金の借入金） 1百万円
Jurlique International Pty. Ltd.（銀行取引） 94百万円
J.&J. Franchising Pty. Limited.（銀行取引） 97百万円

３．関係会社に対する金銭債権（区分表示したものを除く）
短期金銭債権 10,309百万円
長期金銭債権 62百万円

４．関係会社に対する金銭債務（区分表示したものを除く）
短期金銭債務 388百万円

　
（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高の総額
関係会社との営業取引による取引高の総額 27,159百万円
関係会社との営業取引以外の取引による取引高の総額 9,529百万円

　
（株主資本等変動計算書に関する注記）
当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数
普通株式 7,956,853株
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（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
繰越欠損金 890 百万円
関係会社株式評価損 19,364 百万円
減損損失 518 百万円
貸倒引当金 2,324 百万円
関係会社事業損失引当金 415 百万円
退職給付引当金 94 百万円
その他 229 百万円
繰延税金資産小計 23,837 百万円
評価性引当額 △20,917 百万円
繰延税金資産合計 2,919 百万円
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △1 百万円
繰延税金負債合計 △1 百万円
繰延税金資産の純額 2,918 百万円
　

（リースにより使用する固定資産に関する注記）
リース契約により使用している重要な固定資産は、主として事務用機器であります。
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（関連当事者との取引に関する注記）
当社の子会社及び関連会社等

種類 会社等の
名称 所在地

資本金
又は
出資金

（百万円）

事業の
内容

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
（百万円）
（注1）

科目 期末残高
（百万円）

子会社

株式会社
ポーラ

東京都
品川区 110 ビューティケア事業

（所有）
直接 100.0

営業上の取
引及び役員
の兼任

経営管理料 1,053 － －

商標権使用料 454 － －

オルビス
株式会社

東京都
品川区 110 ビューティケア事業

（所有）
直接 100.0

営業上の
取引

経営管理料 680 － －

商標権使用料 153 － －

H2O PLUS,
LLC

アメリカ
デラウェア州

136,082
千米ドル

ビューティ
ケア事業

（所有）
間接 100.0

営業上の
取引

経営管理料 57 － －

資金の貸付
(注2） 328 関係会社長期貸付金

(注3） 620

利息の受取
(注2） 33 － －

Jurlique
International
Pty.Ltd.

オーストラリア
サウスオ
ーストラ
リア州

117,602
千豪ドル

ビューティ
ケア事業

（所有）
間接 100.0

営業上の
取引

経営管理料 54 － －

資金の貸付
(注2） 1,191

関係会社短期貸付金 2,189

関係会社長期貸付金
(注3） 3,851

利息の受取
(注2） 249 未 収 利 息 1

株式会社
ＤＥＣＥ
ＮＣＩＡ

東京都
品川区 100 ビューティケア事業

（所有）
直接 100.0

営業上の
取引

経営管理料 45 － －

資金の回収 120

関係会社短期貸付金 200

関係会社長期貸付金
(注3) 775

利息の受取
(注2） 19 － －
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種類 会社等の
名称 所在地

資本金
又は
出資金

（百万円）
事業の
内容

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
（百万円）
（注1）

科目 期末残高
（百万円）

子会社

株式会社
ＡＣＲＯ

東京都
品川区 100 ビューティケア事業

（所有）
直接 100.0

営業上の
取引

経営管理料 69 － －

資金の貸付
(注2） 3,100

関係会社短期貸付金 250
関係会社長期貸付金
(注3） 4,862

利息の受取
(注2） 99 － －

ポーラ化成工
業株式会社

静岡県
袋井市 110 ビューティケア事業

（所有）
直接 100.0

営業上の
取引 経営管理料 331 － －

株式会社
ピーオーリア
ルエステート

東京都
品川区 100 不動産事業 （所有）

直接 100.0
営業上の
取引 経営管理料 103 － －

株式会社
ポーラフ
ァルマ

東京都
品川区 100 その他 （所有）

直接 100.0
営業上の
取引

経営管理料 76 － －

債 権 放 棄
(注4） 8,970 － －

利息の受取
(注2） 77 － －

取引条件及び取引条件の決定方針
（注1）子会社各社との経営管理料については、グループ運営経費を基に決定しております。また、その他の

取引については、市場価格等を勘案した一般的取引条件にて、当社と関連を有しない他の当事者との取引
と同様に決定しております。

（注2）資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。
（注3）長期貸付金に対し、合計7,581百万円の貸倒引当金を計上しております。また、当事業年度において合

計3,007百万円の貸倒引当金繰入額を計上しております。
（注4）株式会社ポーラファルマの株式譲渡に先立ち、同社に対する貸付金8,970百万円について債権放棄を行

っております。なお、債権放棄に伴い8,970百万円の関係会社事業損失を計上しております。
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（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 451円65銭
２．１株当たり当期純損失 11円14銭
　
（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。

（その他の注記）
記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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